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福島原発事故と 

放射能汚染と付き合う社会の到来 

 
中地 重晴 

 

 

 



本日の内容 

• １．自己紹介 

• ２．福島原発事故の概要 

• ３．水俣学の視点から 

• ４．放射能汚染の現状 

• ５．これからの取組みと課題 
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中地の自己紹介 

元の仕事先・環境監視研究所とは 

 • １９８８年３月設立、今年で２４年を迎える 

• 小さいが広い分野の環境問題に対応 

• 市民が安心して依頼できるラボ（分析室）をめざす 

• 市民と協同して調査研究を実施－淀川水系の水
質を調べる会、被災地のアスベスト対策を考えるネ
ットワーク、たべものの放射能をはかる会、有害化
学物質削減ネットワーク 

 

• 第３回｢明日への環境賞｣(朝日新聞社）受賞 

• 一昨年４月より熊本学園大学社会福祉学部教授に 
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手狭な分析室でしたが（環境監視研究所） 
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市民との共同調査 

－阪神大震災とアスベストの飛散（１９９５年２月） 
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チェルノブイリ原発事故でベラルーシに測定器の支援活動
と放射能汚染調査に参加（１９９１～１９９４年） 
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タンザニア・ビクトリア湖水銀汚染調査に参加 

(１９９６～１９９８年） 
 

 



東日本大震災で懸念される環境問題 

• 最大規模（Ｍ９．０）の地震と大津波による被
害ー壊滅的な沿岸地域の破壊 

• 死者は１５０００人超、行方不明者は約３０００
人 

 

• 罹災工場からの有害化学物質の流出 

• がれき処理・解体工事に伴うアスベストの飛散 

• 福島第一原発事故による放射能汚染 
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津波で海岸地帯の工場の被害が大
きい（石巻市大川地区・日本製紙１１年４月） 
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復興に向けて作業は続く 
石巻と気仙沼、南三陸町（１１年９月撮影） 
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東北関東大地震と福島原発事故 

• 最大規模（Ｍ９．０）の地震と津波による被害 

• 発生した津波は想定外の大きさ 

• 過去（１１００年前）に起きたという研究報告あり 

• 福島原発は地震後、緊急停止したが、電力喪失による
核燃料の冷却不能状態に陥る 

• 多重防護、フェイルセーフシステムが崩壊した 

• 自衛隊、消防庁など外部からの放水でかろうじて、冷却 

• 燃料棒露出によるジルコニウムからの水素の発生、爆
発 

• 一部燃料棒破損（炉心溶融）による放射能の放出 
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今回の事故について 

• 安全神話の崩壊 

• ①「冷やす」に失敗 

•  緊急冷却装置ＥＣＣＳが作動せず 

• ②「閉じ込める」に失敗 

• 格納容器保護のために、意図的に放射性物質の混じる
蒸気を放出（ベント） 

• 冷温停止作業のために高濃度汚染水を太平洋に放流 

• 「五重の壁」はすべて破れた 燃料ペレット、燃料被覆管、
原子炉圧力容器、格納容器、原子炉建屋 
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１～３号機のメルトダウンの状況は未
だに不明のまま 
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核燃料の損傷は不明のまま 

格納容器にまで落ちた核燃料（１１月３０日公表） 
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４月以降、除染作業の開始と避難地域の縮小 
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工程表の進捗状況 

• 冷温停止時期を１か月繰り上げて、ステップ２を昨
年年１２月に終えたと発表 

• １号機、４号機に放射能飛散防止カバーの設置 

• 緊急時避難準備地域の解除ー避難者の帰宅は進
んでいない 

• 高濃度汚染水の処理は継続、発生量は増加 

• 放射能汚染物除去対処特措法の制定で除染作業
の開始 

• 環境省が福島事務所を設置、４月から２００人体制 

• ７月末までに４者（国、国会、民間、東電）事故調査
報告書が公表 
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中長期目標の公表 
 

• ２０１１年末 冷温停止状態を達成 廃炉作業本格化 

•   原子炉建屋の除染、がれきの撤去 

•   燃料取出しクレーンの設置 

• ２０１５年以降  

•   ４号機燃料プールから燃料取出し開始 

•   格納容器の補修、冠水、炉内調査 

• ２０２２年以降 原子炉から燃料取出し開始 

•   燃料取出し完了 原子炉解体などを開始 

• ２０４１年以降 廃炉完了 
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原発には吹き付けアスベストが大量に使用されて
いる、今回の事故で飛散しているのは確実 

（福島原発３号機と４号機） 
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福島第一原発の現状（１） 

• １号機：７月４日、ロボットによる建屋内の汚染状況を調
査最大１５０ｍSv/ｈ ９月格納容器カメラ、水位低下確認 

• ２号機：７月５日、ロボットによる原子炉建屋内線量調査１
０～２０ｍSv/ｈ ７月１２日原子炉圧力容器(ＲＰＶ)底部に

代替温度計を設置するためのほう酸水注入系（ＳＬＣ）差
圧検出配管の状態確認 

• ３号機：７月１３日、増設地下廃棄物貯蔵建屋で溜まり水
約１５５㎥発見、雨水が流入か７月５日、ロボットによる原
子炉建屋内線量調査２０～１００ｍSv/ｈ 



福島第一原発の現状（２） 

• ４号機：４月１７日、原子炉建屋で燃料取り出
し用カバー設置の本工事開始、８月１４日ター
ビン建屋１階に水たまり発見、外部流出はな
し 

• ８月１０日原子炉建屋上部の格納容器上蓋
の撤去完了 

• ７月１８，１９日 使用済み燃料プールの未使
用新燃料棒２体の取り出し 

• ７月１１日、原子炉建屋上部のがれきの撤去 



福島原発の今後の課題 

• ①絵に描いた餅の「工程表」 

• ②多くのジレンマ（注水量と格納容器圧力増
加、汚染水漏えい量など） 

• ③困難な排水作業 

• ④海の汚染拡大防止 

• ⑤放射能汚染土壌の処理・処分・土地の放棄 

• ⑥余震の脅威 

• ⑦再臨界の危険性 

• ⑧廃炉の問題 
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2006/04/23 中地 重晴(環境監視研究所） 25 

チェルノブイリ原発事故から２５年 

（１９８６年４月２６日大爆発） 



各地の原発の状況 

• 大飯原発３号、４号機の再稼働、関西、九州、北海道の
夏季の節電要請 

• 浜岡原発 ７月３０日放射線管理区域内で水漏れ ８月
１日運転再開１４年度以降に 津波対策工事１年延長 

• 志賀、大飯、美浜原発、もんじゅ 敷地内の断層調査へ 

• 九州電力 ８月１３日全原発のストレステスト評価終了、
玄海１号炉安全と報告 

• 保安院 ８月８日泊・川内原発の審査結果公表、評価を
見送り 

• 四国電力 ８月２３日伊方２号炉の評価書提出 全原発
の評価終了 

• Ｊパワー ９月２８日来年度大間原発の建設再開発表 





水俣病の教訓・福島原発事故との相違点 

（昨年原田先生の講演から改編） 

• 共通点 

• 国策であった 

• 科学技術への過信 

• 長期に未解決 

• 次世代への影響は不明 

• 長期微量汚染の継続 

• 救済・補償は国策で実施 

• 相違点 

• 影響が見えにくい 

• 非特異性疾患 

• 慢性・長期影響 

• 天災と人災との複合 

• 現在進行中 

• 未知の部分が多い 
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水俣学の視点から考えること 

• 深刻な被害、放射能汚染に対する対応 

• 除染作業、居住制限・帰還問題の発生 

• 被害者差別の発生 

• 長期にわたる海の汚染 

• 生産物に関する風評被害 

• 震災がれきの広域処理問題 

• 東電・国の責任と賠償責任 

• 再生に向けた市民・住民の取組み 
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物理的半減期：放射能の強さが半分になる期間 

生物学的半減期：生体から排泄され半減する期間 
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放射線による影響と発症メカニズム 
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放射線の影響とは 
（米国科学アカデミーＢＥＩＲ報告、２００５） 

• 利用できる生物学的、生物物理学的データを総
合的に検討した結果、委員会は以下の結論に達
した 

• 被ばくのリスクは低線量に至るまで直線的
に存在し続け、しきい値はない。最小限の
被ばくであっても、人類に対して危険を及
ぼす可能性がある。こうした仮定は「直線、
しきい値なし」モデルと呼ばれる。 
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放射線は低線量でも危険 
低線量被ばくの方が高線量被ばくより単位線量当
たりの危険度が高い可能性あり 

図は原発のウソ（小出裕章、２０１１）より 
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放射能汚染の拡がり 
警戒区域（半径20ｋｍ圏内）のゲート 



除染作業と住民の避難問題（１） 

• 想定事故の備えの不十分性が明らかに 

• ブラックアウト（全停電事故）への緊急時対応は
不十分 

• 原発事故対策役立たなかったＳＰＥＥＤＩ 

• 配布されなかったヨウ素剤－小児の甲状腺障
害の発生の可能性が高まる 

• 汚染情報の住民への提供遅れ、高濃度汚染地
域（飯館村）への避難によって、不要の被ばくを
強制 
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チェルノブイリより４倍も高い日本の避難基準 

年間放射線量 日本の区分 
チェルノブイリの

区分 

50mSv以上 帰還困難区域 

20～50mSv未満 居住制限区域 
（一時帰宅可能） 

20mSv未満 避難指示解除準備区域 
強制避難ゾーン 

5mSv以上 （居住可能） 移住の義務ゾーン 

1～5mSv未満 （居住可能） 移住の権利ゾーン 

0.5～1mSv未満 （居住可能） 放射能管理ゾーン 

注）赤の区分は原則的に立ち入り禁
止 



除染作業と住民の避難問題（２） 

• 国の施策の一貫性の無さが露呈 

• たとえば、一般人への高濃度被ばくを強制 

• 原子力ムラの学者の主張が通り、生涯１００ミ
リシーベルトの被ばくは無影響の容認 

• 今年７月になってから、帰還困難区域指定で、
封鎖された飯館村長泥地区 

• 警戒区域、双葉郡６町の避難と「仮の町」構想
、意味のない除染作業 
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放射性汚染物対処特措法について 

基本方針の検討 

• 震災廃棄物の広域処理の推進 

• 一般廃棄物の最終処分場への受け入れ容認 

• 土壌の除染処理の推進 

• 避難区域、計画避難区域等を除染特別地域に
指定 

• 追加被ばく線量年間１ミリシーベルト（０．２３マイ
クロシーベルト/時相当）以上の地域の除染をめ
ざす→各市町村等で除染計画作成 

 



土壌の除染に向けたロードマップ 
実現には課題が多い 

• ２０１２年１月 本格除染開始 １ミリシーベルト/年以
上を対象に 

•  仮置き場での保管(３年程度)市町村、地域ごと 

•  仮置き場の安全性の担保・場所設定の合意形成
は難しい 

• ２０１５年１月めど 中間貯蔵施設への搬入開始 福
島県内で２か所 ３０年程度 

• 双葉町が反対の意思、保管場所の合意形成をどう
するのか 

• ２０４５年ごろ 福島県外で最終処分 

• 次の世代に難題を押し付けるのは問題 42 



除染土壌の保管場所について 
• 除染対象土壌 福島県内１５００～２８００万㎥ 

•  仮置き場 各市町村、コミュニティごとに 

•  中間貯蔵施設用地(未定) ３～５ｋ㎡ 

•  最終処分場は県外に(未定)  

• 福島県外 ９都県（岩手、宮城、山形、茨城、栃木
、群馬、茨城、千葉、東京） 

•  約１４０万～１３００万㎥ 

•  既存の最終処分場で対応する 

• 安全対策、リスクについての説明、住民合意をど
う進めるのか、不明点が多い     
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高濃度汚染土壌の除染作業の工程表 
（１月２６日公表） 

• 高濃度汚染地域（警戒区域、計画的避難区域）では、国が
直接除染 

• ３月末までに避難指示解除準備区域（年間２０ミリシーベ
ルト以下）、居住制限区域（年間２０～５０ミリシーベルト）、
帰還困難区域（年間５０ミリシーベルト超）に区分、再編 

• 解除準備区域で、年間１０ミリSv超と５ミリSv以上の学校な
どは１２年内に、５～１０ミリSvは１３年３月末まで、１～５ミ
リSvは１４年３月末までに除染終了をめざす 

• 一般住民の被ばくを１３年８月末までに半減、長期的には
年間１ミリシーベルトをめざす 

• 市街地、学校、公園、消防・医療施設、役場などを優先 44 
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コンクリートで遮断処理方式のイメージ 
（ダイオキシン低濃度汚染（1000～3000ｐｇ－TEQ/g）

土壌の封じ込め工事の例） 
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除染作業に伴う労働者被ばくに要注意 

• 本年4月以降以降、除染作業が本格化 

• 昨年末、自治体施設の除染に関して、自衛隊（８
００人程度）の災害派遣を適用 

• 地元企業を優先に土建業に、除染作業を発注 

• 一定レベルの被ばくは確実 

• 被ばく労働者のすそ野が急拡大するので、第２
電離放射線障害予防規則（除染則）制定 

• 除染作業の安全対策の徹底が必要では 

 



川内村の仮仮置き場と福島第一原発 
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震災廃棄物の発生量 

• 宮城県で約１６００万トン、岩手県で約６００万トン
、福島県で約２９０万トン、計約２４９０万トン（４月
末の推計） 

• それ以外に茨城県や千葉県の津波や液状化な
どの被害による廃棄物が約１００万トン、５県合
計約３０００トン 

• 宮城県はヘドロ等の堆積物は災害廃棄物より多
い約２５５６万トンと推定している 

• 放射性汚染廃棄物は推計できず 
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震災廃棄物の処理の現状 
• 片付いていない震災廃棄物（１２年２月２７日現在） 
• 岩手県 発生量４７６万トン（約１１年分） 
•       処理・処分完了 ３８万トン（８％） 
• 宮城県 発生量１５６９万トン（約１９年分） 
•       処理・処分完了 ７８.７万トン（５％） 
• 福島県 発生量２０８万トン 

•       処理・処分量 ９.５万トン（４．６％） 
• 東北３県合計２２５３万トン １２６万トン（５．６％） 
• １２年３月末 仮置き場への移動完了 

• １４年３月末 処理・処分完了（めど立たず） 
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なぜ、震災廃棄物の受入れが問題なのか 

• 地震の被害が大きく、がれきの発生量が多く、東北３
県での処理は無理 

• 特に、福島県の避難地域では、倒壊家屋の解体処理
が進んでいない 

• がれきに放射能汚染していることに対する市民の過剰
反応ー京都大文字の送り火、川崎市抗議電話など 

• ８月８日付けＡＥＲＡ記事で受け入れ自治体名公表 

• がれき堆積場での火災の発生が頻発し、処理を急ぐ
必要あり 
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震災がれきの受け入れ自治体再調査 

• 環境省が１０月７日付で、震災がれき処理の協力自治
体を再調査 

• 自治体名公表で市民の反対意見続出可能性あるので
、調査結果未公表を条件に実施 

• 協力自治体が大幅に減少 約６０自治体に 

• 全国で受け入れ自治体は４月調査（５７２自治体）の１
割程度に減少 

• 昨年１１月から東京都のみ、受け入れ実施、宮城県、
岩手県と協定締結 
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広がらない広域処理を強引に拡大 
• 震災がれき広域処理受け入れ自治体 

• 東京都のみ、島田市試験焼却 

• 多数の県市議会で受け入れ決議上がる 

• １月１６日環境省ウェブサイトに、「広域処理情報サイト」開設 

• ２月に国から各自治体に広域処理受け入れを要請 

• ３月５日広域処理の支援、国による費用負担明確化 

• ３月９日みんなの力でがれき処理プロジェクト発起人会 

• ３月１６日特措法に基づく受け入れ要請文書を、受け入れ未表明
の３５道府県１０政令市に４月６日までに回答を要請 

• ３月２３日、３０日に受け入れ表明８府県８政令市に処理を要請し
、東京都分と合わせて約１４０万トンの処理見込み 

• ４月１７日環境省、災害廃棄物広域処理の要請に対する回答及
び今後の取り組み方針公表 

•  広域処理に関する技術基準の告示発表 
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みんなの力でがれき処理プロジェクト 
（３月９日発起人会） 
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震災がれきの広域処理の問題点 

• ２年間（１４年３月末）で処理・処分するという名目ありき
で、自治体に押し付けているが、正当な理由はない 

• 一般廃棄物の域内処理の原則を貫き、現地処理で、地
域経済の活性化や雇用を生み出すべき 

• 地元の要請（陸前高田の焼却炉新設、南相馬の不燃
物の堰堤かさ上げ利用）を無視 

• 焼却処理による放射能の飛散ーバグフィルターの捕集
効率には限界あり、数％は飛散する 

• 西日本（北九州市）、非汚染地域を汚染、長期のモニタ
リング、記録の保存が必要になる 

• 東日本の焼却炉では廃炉時の対応検討始めるべき 
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自治体からの回答状況と今後 

 
• ①受入れ検討量について具体的に回答あり（３県１政
令市） 合計約２２万トン（１．５年として） 

• 富山県、石川県、山梨県、北九州市 

• ②道府県のうち、受入れ自治体名に具体的回答あり（６
府県） 

• 新潟県、岐阜県、滋賀県、京都府、鳥取県、福岡県 

• ③受入れ等の方針に具体的回答あり（８道県４政令市） 

• 北海道、茨城県、栃木県、千葉県、愛知県、三重県、兵
庫県、島根県、千葉市、新潟市、京都市、神戸市 

• １４０万トン＋２２万トン 合計１６２万トンの受け入れ見
込みできる 

• ④岩手県、宮城県の廃棄物量の見直しで、広域処理の
依頼の取り下げ続く、「絆」精神の強制のみ 
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食品の放射能汚染の現状と課題 
仙台市蒲生地区塩害で耕作断念した水田 

 



食品基準の見直し 
年間１ミリシーベルトの内部被ばくを前提 

種類 基準値（ベク
レル／ｋｇ） 

飲料水 １０ 

 

牛乳 ５０ 

 

乳児用食品 ５０ 

 

一般食品（野菜、
穀類、肉、卵、
魚、その他） 

１００ 
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学校給食における食品検査は不十分 

• 国が出荷前の検査を求めている１７都県（青森～
静岡計４２区市）約８割が実施 

• それ以外の３０道府県（計３２市）では約３割のみ
―札幌市、奈良市、福岡市など 

• 頻度は毎日、月１回などバラバラ 

• 調査方法は、食材のサンプル測定、陰膳方式、水
戸市、神戸市では調理前後測定など 

• 盛岡、秋田、岐阜市など６区市ではこれから検査 

• 厳しい独自基準設定の自治体は少ない 

 

 



独自の食品基準設定の自治体 

基準値 

（ベクレル/ｋｇ） 
自治体名 

５０ 京都市 

４０ 足立区、墨田区、福井市 

１０ 山形市 

４ 札幌市 

不検出 鳥取市 



  



危機に瀕する日本の農業 
• 葉物野菜（福島、北関東）、茶（神奈川、静岡）などに
続いて 

• 稲わら、牛肉（福島、宮城、栃木）の汚染が深刻に 

• 秋田県でコメリ、栃木県産の腐葉土から高濃度セシ
ウム検出 

• 農林水産省が東北、関東、新潟、長野、静岡１７都県
に植物性堆肥、牛フン堆肥使用自粛要請 

• その後、8月1日付けで、肥料、飼料に基準値設定 

• 東日本で有機農業ができなくなる危機が到来 

• 農業と農地を守ることを考えないといけない 
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Ｔウォッチの放射能測定の開始 

• かつて中地がチェルノブイリ事故後、「たべものの放射
能をはかる会」（１９８９～２０００年）で使用していた鉛
の遮蔽体を東京に移設 

• 寿命で壊れていたマルチを新たに購入して、５月２０日
から３ｉｎＮａＩシンチレーションカウンターを稼働させた 

• 東京で測定したものを、データ転送して、熊本で中地が
解析し、結果を報告する 

• １日３～４検体程度、２ベクレル/ｋｇ程度まで測れる（暫
定基準レベルは１、２時間程度で測れる） 

• 食品と環境試料（土壌、水など）を測定している 

• 埼玉、静岡のお茶から暫定基準超える汚染確認 
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Ｔウォッチの食品用放射能測定器 
ＮａＩシンチレーションカウンター 
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Ｔウォッチの測定活動の概況 
• 実施期間：２０１１年５月２１日〜現在 

• 測定形態：依頼測定と自主測定（助成事業の活動） 
• 測定件数：約６００件（２０１１年１２月３１日まで） 

•        土日を除く平日で１日約４検体の測定を実
施（平均３.７件／日） 

•        ２０１２年８月末までで、延べ約８００件 

• 検査時間：7200秒、8000秒 10800秒および36000秒  

• 測定濃度レベル：定量下限２ベクレル/ｋｇ程度まで測定
が可能 

• 測定対象：野菜、肉、飲料・水、茶葉、加工食品、果物、
穀物、土壌、落ち葉、その他 

•   

 



Ｔウォッチの測定結果の概要 

 

 



市民放射能測定の意義 

• 今回の福島原発事故による放射能汚染は大きな汚染
をもたらした 

• 食品や土壌の放射能測定はより細かく、頻度を多くし
て実施する必要がある 

• 国や地方自治体まかせでは、放射能汚染の実態が把
握できない 

• 市民の知りたい情報を入手するために、市民測定活動
が各地で取り組まれた 

• 市民が運営する測定器は、全国で約１００か所 

• より正確に放射能測定を実施し、公表する必要がある 



市民放射能測定の課題 
• 測定器の保守や予算などの制約上、市民による測定活
動はＮａＩシンチレーションカウンターを使用せざるを得な
い 

• ＮａＩの特性を理解したうえで、測定しなければいけない
が、測定結果の自動表示、定量計算は、製造メーカー
任せのところが多い 

• 厚労省が食品測定のためにＮａＩによる測定は信頼性が
ないとする通知をだす 

• 食品基準（１００ベクレル/kg)の十分の一（１０ベクレル/ｋ
ｇ）程度までの正確な測定が必要とされる 

• より正確な測定を行うために、ハードを充実させる－バ
ックグランドの低減、遮蔽、検出器 

• 標準線源による校正を行い、測定結果の信頼性を定期
的にチェックしていくべき 
 



ホールボディーカウンターによる内部被ばく
調査への協力（双葉町と会津若松市） 
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放射能汚染と付き合う社会の到来 

• セシウム１３４とセシウム１３７の放出割合は１：１ 

• セシウム１３４の半減期（２年）なので、放射能汚染は
、２年後には半分になるが、 

• セシウム１３７の半減期（３０年）から考えると放射能
汚染はなくならない １００年で１／１０に 

• 汚染を避けて暮らすことを意識付ける 

• 食品の汚染レベルは詳細（頻度、濃度）に測定する 

• 食品と土壌汚染の情報公開を進める 

• 並行して、有効な土壌の除染作業を進める 



原発大国日本：商業炉５４基 
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九州に住む我々として考えること 

• 放射能汚染と付き合う社会の到来 

• 福島第一原発だけが問題なのか 

• 九州にも原発は２か所６基＋伊方３基ある 

•  （玄海原発４基、川内原発２基） 

• 玄海原発の再稼働が争点に浮上している 

• 自分たちの問題として考える必要があるが、一方、
電力をどのように確保するのかも考えないといけな
い 

• 夏季の節電に協力するのでよいのか、ライフスタイ
ルの見直しが必要になってくるのでは 
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脱原発社会に向けて、なすべきこと 

• 地球温暖化防止とも関係するが、エネルギー大量消
費社会からの脱却 

• 電力使用量を抑えることから始めるべき 

• 化石燃料の使用を控えた発電システムの構築をー
太陽光発電、小規模水力、地熱発電、風力など再生
可能なエネルギー源の開発 

• 原発の段階的廃止のタイムスケジュールを作成 

• 廃炉の方法、使用済み燃料、高レベル廃棄物の処
分方法の確立が急務 
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ご清聴ありがとうございます 
（岩波書店２月２８日発売 乞！ご一読） 


